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論文内容の要旨
本論文の課題は，日本通信機工業を対象として， 1940年代から1960年代までの時期における品質管理の
導入と展開を明らかにすることにある。
1980年代初頭のアメリカにおいて.日本製半導体の優秀な品質が脚光を浴び，その要因として日本半導
体産業の製造工程における品質管理が注目された。品質管理に詳しい木暮正夫氏は，日本とアメリカの半
導体産業ひいては製造業の品質管理の特徴について， I日本型TQCはアメリカのそれと比較して，より包
括的である」と指摘している。
野中いずみ氏に代表される従来までの研究によると，日本企業の品質管理の起源は，戦後初期に連合国
最高司令官総司令部 (GHQ/SCAP)の民間通伝-局 (CCS)スタッフならびにW.E.Demingによって導入
された統計的品質管理 (SQC)にある。戦後日本における品質管理は， SQCの導入に始まり， .全社的品質
管理(1'QC)やQCサークルへ展開したと指摘されている。一方.1980年代初頭の日本電子機械工業会の
出版物の記述からは，目本半導体産業は.1960年代にTQCという特徴を持つ日本型品質管理を形成してい
たことが読みとれる。
1960年代に形成されていた品質管理は， SQCとは同一ではないTQCとしての特徴を持つ日本型品質管
理であった。この相違ならびに当初に導入されたものがその後に展開するということは，どのような経過
によって生まれたのであろうか。この問題は従来までの研究では明らかにされていない。
本論文は，以kの問題意識をふまえた上で，研究対象を1940年代から1960年代までの時期において，日
本半導体産業の基盤的産業であった日本通信機工業に限定した。また， GHQ/SCAPならびに日本科学技
術連盟等，戦後日本における品質管理の推進機関の活動をふまえた上で 日本通信機工業における品質管
理の導入と展開に果たした逓信省ならびに電気通信研究所の役割に関説した。そして， H本通信機工業に
おける品質管理の導入と展開を日本型品質管理の展開という観点から分析し以下のような成果を得た。
第1に戦時期の通信機工業における品質管理についてである。通伝機製造は1930年代以降増大し，戦時
期の軍需拡大に伴って急摘した。電波兵器の中枢部品として需要の高まった真空管の品質管理は，主要な
工場の歩留としては約25%--45%と低位にあった。戸第十回(電波兵器)行政査察」は品質管理が低伎で
ある原因を調査し，その原因を指摘したc それはまず戦時期における資材や工具・機械の質の悪化・不
足，熟練労働者の不足.科学的管理の未徹底等生産技術ならびに生産管理上の問題であった口また戦時
期における生産者としての通信機企業と購入者としての軍部ならびに官公庁との特殊な取引関係，具体的
には受発注の際の契約条件と製品誌験制度の緩和がもたらした通信機企業が品質管理向上に意欲的でない
問題であった。同行政査察は，対策を講じたが十分効力を発指せず¥通信機企業は品質管理ならびに生産
能率を向上させることができないまま終戦を迎えた。そして，戦時期の通信機工業においては， SQCは初
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接的な研究段階にあり.企業経常には導入されていなかった。
第2に戦後の通伝ー機工業へのSQCの導入についてである。戦後初期において，GHf，;νSCAPは通信事業・
紋送事業を復旧させるために通信機材，特に真空管の増産を日本政府ならびに通信機企業に求めた。当時.
通信機工業は戦時期に通信機材の品質管理が低位であった要因を継続しており また経済統制が緩和した
ことや逓信省の試験業務が緩和されたこと等によって通信機材の品質管理は低下した。 GHQ/SCAPはC
CSを設けて・通信機企業の品質管理の調査に着手し， 1946年秋からはCCSスタッフがSQCの導入を指導し
た。戦後復興期の1948年8月， GHQ/SCAPは一般の通信事業の能力を1952年には1930年....1934年の水準
に同復させる計両をもった。同年10月にはCCS勧告にもとづいて試験業務を担当する逓伝省と電気通信
研究所の改組が行われ，通信機材の研究・開発仕様書作成購入試験の三つの業務が区別されて厳格に
実地されることになった。また逓信省の試験業務の合理化・簡素化ならびに通信機企業の品質管理の厳栴
化が行われ，戦時期からの逓信省と通信機企業の片務的契約の改革が着手された。その後，電気通信省は
1949年.1951年には検査業務の改革を行ったが，戦後のSQCの導入に関して重要なのは， 1950年6月ごろ
から実用化された 4号電話機の仕様書に「逐次抜取表」による検賓が規定されたことである。この検査業
務は電気通信研究所の研究に基づいて，数理統計という客観的指標に長付けられた検査方法を駆使するこ
とによって品質向上をもたらしたという点で画期的意義をもった。
第3に戦後の通信機工業における品質管理の展開についてである。日本電気ではCCSのスタッフを通じ
て戦後初期からSQCが導入された。品質管理はCCSのW.S.Magilからアドヴアイスを受けた小林宏治氏
を通じて二日1製造所に導入され試行錯誤が行われた。その成果を受けて他の製造所(事業部)などでも
採用され，日本電気全体として品質管理を推進することになった。 1949年7月，日本電気の組織改革によっ
て品質管理に新たな特徴が牛.まれた。玉川事業部では， I検査によって不良品を排除するJのではなく
「品質を工程で作り込むJ品質管理となった。品質管理業務は製造工程に位置づけられ，製造技術部門の
スタッフだけではなく製造部門の現場監督者や検査部門の検査スタッフも担当した。品質管理について各
部門の責任の分担と権限が明確になり，専門の部門だけの業務ではなく，会社的に取り組まれることになっ
た。当初， CCSによって導入されたSQCから.TQCの特徴を持つ日本期品質管理のプロトタイプが生まれ
た。日本電気における円本型品質管理の展開は， 1954年の‘T.M.JuranによるTQC実施の主強とその後の
展開に先行するものであり，管理方法の展開という点で，画期的意義を持った。
第4に自立基熊形成期の日本電信電話公社(電電公社)におげる品質管理の導入と展開についてであるの
すでに4号電話機の仕様書に導入されていたSQCの成果を受けて，電電公社は.1952年の発足以降.従来
までの検貸業務を改善した。それは当時最も精密で広く普及していたアメリカ軍用規格を改善した調整
型検査方式を検査業務として実施したものである。通信機企業の品質管理の状況に合わせて，ユルイ検査，
ナミ検査，キツイ検査が使い分けられた。また優秀な企業に対しでは社内重点検査万式が適応され，通信
機企業の品質管理や社内検査に依拠してその業務が適切であるかどうかが随時点検されることになった。
このような検査業務の改善は，通信機企業の経営者，従業員の品質管理に対する意識を刺激した。そして，
自立基盤形成期以降，電電公社は増大する購入物品の検貸業務の厳密化と合理化を行ったのである。
第5に自立某盤形成期の通信機工業における品質管理の導入と展開についてである。戦後の逓信省の発
注・購入制度は，通信機企業との取引関係において「随時契約Jや「実績主義J，検査官派遣の手間・時
間・費用の負担等の問題を生み出していた。また品質管理のための検査業務も十分に実施できていなかっ
た。 1948年10月CCS勧告によって片務的契約の改善が促されたが，本格的な改善は電電公社発足以降の発
注・購入制度刷新と通信'機工業の再編成によるものであった。電篭公社は組立企業との取引の他に，部品
製造企業を電電公社l直結企業と組合系企業に区別することによって取引上の問題を解決した。同時に，系
列企業閣の契約条件として品質管理の実施が位置づけられた。それはすでに品質管理を実施していた組立
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企業の教育・指導によって確なされた。部品製造企業は向ら品質管理を向上させる努力を行ない，系列
企業の品質保証体制を維持・発展させるものだけが長期的な取引関係を結ぶことができた。 1955年には.
日本の正業界全体では品質管理実施状況は13%に過ぎなかったが.電機工業では34%が実施されるに至っ
た。
第6に高度成長期に通信機工業における品質管理の導入と展開についてである。電電公社は第2次5ヶ
年計幽を実施して発足時に確立した検査業務の最初の改善を行い.改善された内容は高度成長期を通じて
継承された。その内容は，抜取検査，社検煮点検査，あたりロット検査，書類確認検査，随時確認、検貸，等
であった。一方.通信機企業の品質管理は組立企業のみならず部品製造企業においても品質管理が広く
展開した。 1965年には日本工業の91%の工場で品質管理が実施され，品質管理業務は製造部門と検査部門
において重点的に行われ，現場作業者による品質管理業務は85%の工場で行われるに至った。
以上のような経過によって，日本通信機工業において， 1940年代から1960年代までの時期に品質管理が
導入され， TQCという日本企業に特徴的なH本型品質管理に展開し，そして品質管理が通信機工業界全体
に展開した。
最後に今後の展望について述べておく"1960年代にはQCサークル活動の展開が本格化した。例えば.
1965年，日本電気はZDという名称でQCサークル活動に着手した。 QCサークル活動は高度成長期後半な
らびに1980年代のH本企業の経営管理において需要な一環を担った。 SQC，TQCと展開された品質管理
からQCサークルが展開する具体的な経過については今後の研究課題としたい。
論文審査の結果の要旨
この論文の課題は， 1倒0年代から1960年代までの期間における，日本の通信機工業への品質管埋の導入
と展開の検討であるとしている。
では，検討を進めたことによる成果について，確認をして行くことにする。第ーに戦時期の通信機工業
の品質管理に関してである。ここでは具体的には真空管を取り上げている。真空管は通信機にとって心臓
部にあたる極めて重要な・部品である。それにもかかわらず戦時期の品質管理は非常に劣悪なものであっ
た。このような状況を打開することを目的に大河内正敏を行政査察使とする「第十阿(電波兵器)行政査
察」が行なわれ|報告書J(1944年7月241:)が出された。論文では「美濃部洋次文書J中にある「報告
書J を具体的に検討している。「報告書Jが品質の低劣(具体的には歩留まりが悪い)の原因を「戦時期
における資材やて具・機械の質の悪化・不足熟練労働者の不足，科学的管理の未徹底等」と「戦時期に
おける生産者としての通信機企業と購入者としての軍部ならびに官公庁との特殊な取引関係」にあること
を解明していることを，論文は指摘した。以上のように論文は，研究の手、薄な戦時期の品質管理研究を進
めた。
第三は戦後間もなくの通信機工業へのSQCの導入に関してである。戦後初期には戦中期に引き続いて
通信機材の品質管理は劣悪であった。占領管理を効率的，効果的に行なうため， GHQ/SCAPは通信機工
業の品質管理の向上を必要とした。 GHQ/SCAPはCCSスタッフを大手組立企業から中小部品企業にまで
派遣して，品質管理の指導をした。さらに， GHQ/SCAPは1949年9月から翌年1月までCCSスタッフに
よるCCS経営講座を開催した。また， CCSの指導性をも背長としつつ，逓信省の検責業務の改革 (1948年
後半)や，電気通信省の検査業務の改革(1949年)が行なわれた。論文では， GHQ文書や日本側文書を使
用しながら， SQCが導入されてくる過程を，具体的に.丹念に検討している。そして， 11950年6月ごろか
ら実用化された4号電話機の仕様書に「逐次抜取表』による検査が規定されたことである。この検査業務
は電気通信研究所の研究に基づいて，数理統計という客観的指標に裏付けられた検査方法を駆使し，品質
向上をもたらしたという点で画期的意義をもった」という重要な結論を引き出したことは評価しうる。
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第三に戦後の通信機工業における品質管理の展開であるω 具体的には企業として日本電気が取り上げら
れている。日本電気ではCCSスタッフを通じてSQCが戦後初期より導入され，小林宏治氏により玉川製造
所にも導入されたο そして，その成果は他の製造所(事業部)でも採用され日本電気全体として品質管理
を推進することとなったο論文は以上の事実をその当時の文献資料や1980年代の文献資料を用いて解明
しているcそして.1949年の玉川事業部での組織改革によって「品質管理に新たな特徴が生まれJ.I完成
した製品を統計的方法によって検査し「検査によって不良品を排除するJものでなく『品質を工程で作
り込む』もの」となり そしてこれにより「当初CCSによって導入された統計的品質管理は，後に注目さ
れる全社的品質管理の特徴を持つ日本的品質管理のプロトタイプに展開した|と結論づけた。ここで，現
代的問題と結ひ・つけて結論を出そうとする姿勢は理解できるが，論文での展開でこのように結論づけられ
るであろうか。論文では，まず，日本的品質管理がどのような内容を有しているのかが明確でないため，
そのプロトタイプについても明確なイメージが湧かない。さらに，玉川事業部での組織改革の契機.目的
が明確で、ない，具体的には，改革後に工場に配置された品質管理担当者は，何をしていたのか.ラインな
のかスタッフなのか，また，論証に利用されている文献の内その当時のものは有効だとしても，日本的
品質管理が注目を引くようになってからの文献については過去にたいする読み込みに注意する必要があ
る等，の問題点を指摘せざるをえなL、
第四に自立基盤形成期の電電公社における品質管理の導入と展開である c電電公社はそれまでのSQC
導入の成果を継承しつつ.検査業務を改善し アメリカ車用規格を改善した調整型検査方式を導入した。
そして，通信機企業の品質管理の状況にあわせてユルイ検査ナミ検査.キツイ検査が行なわれた。そし
て，優秀な企業には「通信企業の品質管理や社内検査に依拠」する社内重点検査法が適応された。論文は，
電電公社発足後における品質管理の進展を具体的に解明しており，積極的に評価しうる。
第五に自立基盤形成期の通信機工業における品質管理の導入と展開である。電電公社発足以降に品質管
理の改善は進展したが本格的な改善は電電公社による発注・購入制度の刷新と多数の通信機企業の再編
成によって行なわれた。電電公社は組立企業と取引すると同時に，部品製造業を電電公社直結企業と組合
系企業に区別した。そして|再編成の際に企業聞の契約条件として品質管理の実施が位置づけられた」の
である。さらに，論文は組立企業による教育・指導によって，部品製造企業に品質管理が導入されて行く
過程を，解明した。
第六に高度成長期の通信機工業における品質管理の導入と展開である。ここでは電電公社の第2次5カ
年計画での検査業務の改善が取り上げられている。その内容は抜取検査社検重点検査，あたりロット
検査，書類確認検査，随時確認検査であった。他方.品質管理は，通信機工業に広く普及して行き.r組立
企業のみならず部品製造企業においても品質管理が展開していることが確認できる」としている。以上の
ように，論文は電々公社による検査業務の改善と品質管理の通信機工業全体への普及を検討・解明してい
る。
以上のように本論文は，通信機工業に関して，研究の手薄な戦時中の晶質管理，戦後間もなくのSQCの
導入と 4号機の検査方法の雨期性， I¥ECへのSQCの導入，電電公社成立後のSQCの導入，通信機工業の再
編成と品質管理の普及さらに高度成長期における品質管理の広範な普及等を具体的資料を用いて解
明するという成果をあげた。もっとも NECにおいて「日本的品質管理のプロトタイプ」が展開したとす
る結論には指摘したような問題点を有しており，さらなる研究の進展が望まれるところである。しかしな
がら，具体的資料によってこれまで解明されていない，諸点を明らかにしたことは，積極的に評価できる。
以上により.*論文は博士(商学)の学位を授与するに値するものと判定する。
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